
令和7年度勝山市人事行政の運営等の状況

 勝山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第８号）に基づき、職員

の給与や勤務状況について報告いたします。

１、職員の任免及び職員数に関する状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

　令和7年度及び令和8年度の各部門別職員数の状況は次の表のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　（各年４月１日現在　総務省　地方公共団体定員管理調査より）

職　員　数（人）
対前年
増減数

令7 令8 （人）

議　　会 4 4 －

総　　務 53 53 －

税　　務 10 10 －

農林水産 15 14 △ 1 人事異動に伴う減　▲1

商　　工 9 6 △ 3 人事異動に伴う減　▲3

土　　木 22 22 －

民　　生 18 21 3 重層的支援体制整備事業実施に伴う増

衛　　生 13 12 △ 1 保健師の欠員不補充による減

小　　計 144 142 △ 2

教　　育 31 35 4 新中学校開校に向けての職員の増

消　　防 37 35 △ 2 防災部門への人事異動の減

小　　計 68 70 2

上水道 6 6 －

下水道 5 5 －

その他 17 13 △ 4 重層的支援体制整備事業実施に伴う減

小　　計 28 24 △ 4

240 236 △ 4

〔392〕 〔392〕 〔－〕

（注）１　職員数には、特別職を含んでいません。

      ２　〔　〕内は、条例に定める定数の合計です。

（２）職員の採用と退職の状況

年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

職　　　種 採用者数 退職者数 採用者数 退職者数 採用者数 退職者数

行　政　職 7 5 6 9 4 7

技能労務職 0 0 0 0 0 1

合計 7 5 6 9 4 8

　　　区　分

部　門

主な増減理由

特
別
行
政

部
門

公
営
企
業
等

合　　計

一
般
行
政
部
門
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　　　　負担金等を含みます。

　（注）普通会計とは、一般会計と、様々な特別会計のうち自治体同士を統一的な基準で比較

　　　年齢は次の表のとおりです。

　　　　　　保育士、看護師、保健師、教諭、税務職員、

　　　　　　７割措置の対象者等を除いた職員をいいます。

２、職員の給与に関する状況

　（１）人件費の状況

　　　令和7年度の普通会計決算における人件費の状況は次の表のとおりです。

歳出決算額 実質収支 人件費 人件

（A） （B） 費率

(B/A)

令和 　　      人 千円 千円 千円 　％ 　   ％

7年度 20,540 17,737,570 490,867 2,560,979 14.4 14.9 

　（注）人件費には職員給与費の他、特別職に支給される給料・報酬、市町村職員共済組合

　　　　できるよう一定の会計を合算した決算統計上の会計をいいます。

  （２）職員給与費の状況

　　　令和8年度の普通会計の当初予算における職員給与費の状況は次の表

      のとおりです。

職員数 給与費

(A) 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計(B)

令和 　　人 千円 千円 千円 千円 千円

8年度 214 900,801 171,782 376,155 1,448,738 6,770

　（注）職員手当には退職手当を含みません。

　（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況

　　　令和８年４月１日現在の職員（一般行政職）の平均給料月額、平均給与月額及び平均

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

円 円 歳

勝山市 350,018 409,106 45.3 

　（注）１　一般行政職の職員とは、市職員のうち、技能労務職員、消防職員、企業職員、

　　　　２　給与月額とは、給料月額に職員手当の額を加えたものです。

（４）職員の初任給の状況

　　令和８年４月１日現在の職員の初任給の状況は次の表のとおりです。

勝山市 国

初任給額 初任給額

大学卒 232,000円 232,000円

高校卒 200,300円 200,300円

（注）技能労務職員は除きます。

区分
住民基本台帳

人口
(R8.3.31現在)

令和6年度
人件費率

区分
1人当たり
給与費
(B/A)

区分
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　　次の表のとおりです。

（人）（％）段階

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

　　令和８年４月１日現在の職員（一般行政職）の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況は

区分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

円 円 円

大学卒 ※ 311,167 354,675

高校卒 該当なし 該当なし 該当なし

（注）経験年数とは、卒業後すぐに採用された場合はその後の年数を、採用前に民間勤務歴等が

　　　ある場合は、その期間を換算し採用後の期間に合算した年数をいいます。また、個人情報

　　　保護の観点から、対象となる職員数が３人未満の場合は、※表示としています。

（６）職員の級別職員数の状況

　　令和８年４月１日現在の職員（一般行政職）の級別職員数は次の表のとおりです。

合計 内訳 職制上の段階

（人） （％） 職名 （人）

主事 4

計 4

主事 14

計 14

主査 62

主査（学芸員） 2

主査（司書） 1

計 65

係長 25

館長補佐（係長級） 1

主任支援員（係長級） 1

計 27

課長補佐 19

館長補佐（課長補佐級） 1

計 20

課長 10

会計管理者 1

局長（課長級） 2

計 13

政策幹等 4

計 4

等級
職務分類表に規定す
る基準となる職務

１級
定型的な業務を行う職
務

4 2.7%

18 12.2%
係
員
級

２級
相当高度な知識又は経
験を必要とする業務を
行う職務

14 9.5%

３級 主査の職務 65 44.2% 65 44.2%
主
査
級

４級 係長の職務 27 18.4% 27 18.4%
係
長
級

５級 課長補佐の職務 20 13.6% 20 13.6%

課
長
補
佐
級

６級 課長の職務 13 8.9% 13 8.9%
課
長
級

７級 政策幹等の職務 4 2.7% 4 2.7%

政
策
幹
級

合計 147
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○乗用車等を利用する場合　　 2～5km未満 2,000円

  
5～10km未満 4,200円

    
    

10～15 km未満 7,300円

15～20 km未満 10,400円

20～25 km未満 13,500円

25～30 km未満 16,600円

30～35 km未満 19,700円

35～40 km未満 22,800円

40～45 km未満 25,900円

45～50 km未満 29,100円

50～55 km未満 32,300円

55～60 km未満 35,500円

※100 kmまでは距離に応じて加算

※駐車場等に係る通勤手当

　上限5,000円

　　　　　　　　期末手当　　　勤勉手当

　 6月期 1.250月分 1.050月分

　12月期 1.275月分 1.075月分

　　　計 2.525月分 2.125月分

（７）職員手当の状況

　①扶養手当等

  令和８年４月１日現在の主な職員手当の状況は次の表のとおりです。

手当名 勝山市
国の制度との

比較

①子1人につき　13,000円

②父母等1人につき　6,500円

③満15歳に達する日後の最初の4月1日から満22歳に達する最初の3月

　31日までの間にある子1人につき5,000円を加算

○借家の場合　家賃が16,000円を超える場合、

①月額27,000円以下の家賃を払っている職員

　家賃額－16,000円

②月額27,000円を超え、61,000円未満の家賃を払っている職員

　（家賃額－27,000円）×1/2+11,000円

③月額61,000円以上の家賃を支払っている職員

　28,000円

○電車、バスを利用する場合　定期代150,000円までを全額支給

（令和７年度支給割合）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有

扶養手当 同じ

宿日直
手当

宿直・日直1回当り4,700円を支給 同じ

住居手当 同じ

通勤手当 同じ

期末・
勤勉手当

同じ
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自己都合 勧奨・定年

　勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

　勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

　勤続35年 39.7575月分 47.709月分

  最高限度額 47.709月分 47.709月分

　その他の加算措置　定年前早期退職特例措置（定年との年齢

　　　　　　　　　　差に応じて2％～20％加算）

○７級　危機管理幹、政策幹、技幹　98,700円を支給

○７級　危機管理幹、政策幹、技幹以外の7級職員

　　　　77,400円を支給

○６級　下記以外の6級職員　62,300円を支給

○６級　監査委員事務局長、消防署長　51,900円を支給

○６級　参事　41,200円を支給

○５級　消防署副署長　38,600円を支給

○５級　消防署課長　29,000円を支給

職員の世帯等の区分に応じて11月から3月までの間、

8,200円～19,800円を支給

（令和8年4月1日現在支給率）

※勝山市は、福井県市町総合事務組合退職手当支給条例に基づ

　いた支給率、加算措置である

②特殊勤務手当

令和７年度の特殊勤務手当の状況は次の表のとおりです。

手当の種類　以下の５種類

１、用地交渉業務従事手当

２、動物死体汚物処理業務従事手当

３、感染症防疫業務従事手当

４、徴収事務従事手当

５、消防署勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（7年度） 25.0%

支給職員１人当り平均支給年額（7年度決算額） 24,437円

③時間外勤務手当

令和６年度及び令和７年度の時間外勤務手当の状況は次の表のとおりです。

区　分 令和６年度 令和７年度

支給額 80,455千円 83,621千円

職員１人当りの平均支給年額 364千円 380千円

寒冷地
手当

同じ

管理職
手当

同様の制度はあ
るが支給額の比
較はできない

退職手当 同じ

特殊勤務手当
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（８）特別職の給料、報酬等の状況

令和８年４月１日現在の特別職の給料、報酬等の状況は次の表のとおりです。

区　分 給料又は報酬月額 期末手当支給割合

市　長 ８５０，０００円 　６月期　１．７５月分

副市長 ７１０，０００円 １２月期　１．７５月分

教育長 ６０５，０００円

議　長 ４８０，０００円 　　計　　３．５０月分

副議長 ４１０，０００円

議　員 ３９０，０００円

３、職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況

令和８年度の職員の勤務時間は原則として次の表のとおりです。

勤務時間 　　８：３０～１７：１５

休憩時間 　１２：００～１３：００

（注）公務の運営上の事情により、特別の形態によって勤務する必要のある職員は、上記以外の

　　　勤務時間の割振りになります。
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内）

（２）休暇、休業制度の状況

    職員の休暇、休業制度の概要は次の表のとおりです。

区　分 内　　容

労働基準法に基づき１年につき最高２０日間を付与。繰越分を含めると

最高４０日間（令和７年平均取得日数　９．４日）

病気休暇 ９０日以内（有給である期間）

２週間以上６カ月以内の期間において配偶者、父母、子等を介護する職

員に与えられる無給休暇。

特別な事情で職員が勤務しないことが相当である場合に認められる有給

休暇。

公民権行使のための休暇 必要と認められる期間

証人等出頭のための休暇 必要と認められる期間

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間

ボランティア休暇 １年に５日以内

結婚休暇 連続する５日以内

産前休暇 ８週間（多胎妊娠は１４週間）

産後休暇 ８週間

保育休暇 １日２回、１回３０分

出産補助休暇 ２日

男性職員の育児参加休暇 産前又は産後期間中５日

子の看護等休暇 １年に５日以内

短期介護休暇 １年に５日以内

忌引 続柄に応じて１日から７日

父母の祭日の休暇 １年に１日（父母の死亡１５年以

夏季休暇 ６月から１０月までの期間内で５日

災害復旧のための休暇 ７日の範囲内

災害事故のための休暇 必要と認められる期間

災害時の退勤途上の危険回避の休暇 必要と認められる期間

妊娠、産後の健康診査休暇 必要と認められる期間

公務、通勤上の疾病負傷休暇 ３年以内

感染症予防休暇 必要と認められる期間

通信教育の面接授業 必要と認められる期間

健康管理休暇 医師の診断書に基づき必要と

認められる期間

（２日以内は診断書不要）

不妊症のため治療 １年に１２日以内

３歳未満の子を養育する職員に認められる無給休暇（令和７年度に新規

に取得した職員は８名（男性３名、女性５名））

年次有給休暇

介護休暇

育児休業

特別休暇
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４、職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）令和７年度の分限処分の状況

処　分　事　由 人数（件数）

勤務実績が良くない場合 地公法第28条第1項第1号 0

心身の故障の場合 地公法第28条第1項第2号、第2項第1号 41

職に必要な適格性を欠く場合 地公法第28条第1項第3号 0

刑事事件に関し起訴された場合 地公法第28条第2項第2号 0

条例で定める事由による場合 地公法第27条第2項 0

（２）令和７年度の懲戒処分の状況

処　分　事　由 人数（件数）

法令に違反した場合 地公法第29条第1項第1号 0

職務上の義務に違反し又は職務
を怠った場合

地公法第29条第1項第2号 18

全体の奉仕者たるにふさわしく
ない非行のあった場合

地公法第29条第1項第3号 0

５、職員の服務の状況

　　職員の服務については、その根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共

　の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければ

　ならない。」とされています。（地方公務員法（以下「法」という。）第３０条）

　　さらに、次のような義務、禁止および制限事項が定められています。

　　・法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第３２条）

　　・信用失墜行為の禁止（法第３３条）

　　・秘密を守る義務（法第３４条）

　　・職務に専念する義務（法第３５条）

　　・政治的行為の制限（法第３６条）

　　・争議行為等の禁止（法第３７条）

　　・営利企業等の従事制限（法第３８条）

令和７年度の職務専念義務免除及び営利企業従事制限許可状況

許可内容 件数 人数

職務専念義務免除 2 2

営利企業従事制限許可 4 12
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６、職員の研修および勤務成績の評定の状況

（１）研修の状況

　　職員には、その勤務能率の発揮および増進のために、研修を受ける機会が与えられなけれ

　ばならないとされています。（法第３９条）

令和７年度の職員の研修受講状況

　　　　　区　　　　　分 受講者数（延べ人数）

　福井県自治研修所　階層別研修 35

　福井県自治研修所　能力開発研修 53

　市町村アカデミー（千葉県） 6

　国際文化アカデミー（滋賀県） 1

　自治大学校 2

　国土交通大学校 1

　消防大学校 1

　福井大学大学院連合教職開発研究科 1

　全国建設研修センター派遣研修 4

　人事評価研修（評価者、被評価者） 48

　メンタルヘルス研修 115

　接遇研修 79

　地方自治制度研修 4

　サスティナブル社会への研修会 33

　政策形成能力向上研修 1

　新採用職員育成指導 4

（２）職員の人事評価に関する状況

　　地方公務員法において、任命権者は、職員の執務について定期的に人事評価を行い、その

　評定の結果に応じた措置を講じなければならないとされています（法第２３条の２、第２３

　条の３）。勝山市では目標管理の徹底、人材育成の推進、成績主義の実現を目的に「勝山市

　勤務評価制度」を平成１８年度から試行し、平成２１年度より全職員に導入し実施しまし

　た。平成２６年の法改正により、平成２８年度からは「勝山市人事評価制度」を実施し、職

　員の能力や業績を評価し人事管理に活用しています。

７、職員の福祉および利益の保護の状況

（１）福利厚生制度の概要

　　職員の共済制度は、地方公務員法第４３条に基づいて定められた地方公務員等共済組合法

　によって具体的に定められています。共済制度を運用し実施する主体は福井県市町村職員共

　済組合です。

令和７年度職員の健康診断の受診状況

一般健康診断 180名

人間ドック 61名

がん検診（大腸） 168名

がん検診（胃、乳、子宮、前立腺） 19名
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　　勝山市においては、職員の福利厚生事業を実施しているほか、職員による互助組織として

　「勝山市職員互助会」を組織し、職員の健康管理や親睦のための事業を行いました。

令和７年度勝山市職員互助会の状況

会員数 386人

勝山市の福利厚生に係る決算額 3,849千円

勝山市の互助会への公費負担額 977千円

会員掛金総額（給料月額の千分の1.5） 1,764千円

会員一人当たりの公費補助金額 2,531円

公費負担率 35.6%

互助会の主な事業内容 互助会の主な慶弔単価

インフルエンザ予防接種助成 251人 655千円 結婚 30,000円

人間ドック助成 88人 716千円 出産 30,000円

慶弔金 35人 371千円 会員死亡 30,000円

勝山市職員資格等取得事業 11人 830千円 配偶者死亡 20,000円

職員球技大会 102人 577千円 父母等死亡 2,000円

医薬品 95千円

（２）公務災害補償制度の状況

　　職員の公務上の災害に対する補償は、地方公務員災害補償基金福井県支部に加入し、実施

　しています。

　　令和７年度においては、通勤上、公務上のケガによる災害の認定は７件ありました。

８　公平委員会業務状況

（１）職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件について、公平委員会に地方公共団体の当局

　　により適切な措置がとられるべきことを要求することができます。（地公法第46条）

　　　勤務条件に関する措置の要求の状況　　　なし

（２）また、任命権者が職員に対して行った不利益な処分について、公平委員会に対して審査

　　請求ができます。（地公法第49条、第49条第2項）

　　　不利益処分に関する審査請求の状況　　なし
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